
資料５　類似団体等審議会状況

自治体名 最終開催年度 公開資料 経緯 論点 結論

千葉県四街道市 平成17年 なし 不明
千葉県茂原市 平成6年 なし 不明

東京都あきる野市 平成27年 なし 不明
東京都国立市 令和2年 あり ・平成8年12月を最後に23年諮問されていない

・その間に市民ニーズが複雑多様化
・都下25市中17市が改定している

・職務の特殊性
・責任度合い、困難さ
・過去の給料額改定経緯
・他市との均衡
・市の財政状況

・給料抑制措置は解除
・給料額はおおむね適正、改定しない
・コロナ禍の影響は加味しない
・期末手当等の現行支給率は妥当

東京都清瀬市 平成27年 あり ・平成6年度以降審議会未開催
・多摩26市の状況から相当の乖離がある

・他団体の状況
・社会経済情勢
・市民感情、財政状況

・多摩26市の平均並みに引き上げ

東京都福生市 平成31年 あり ・平成18年度以降審議会未開催
・報酬額は長期間改定されていない

・職務と職責
・他団体の状況
・社会経済情勢
・財政状況

・類似団体の平均並みに引き上げ

茨城県牛久市 回答なし なし 不明
茨城県龍ケ崎市 平成15年 なし 不明
茨城県守谷市 平成29年度 あり ・職務や職責

・仕事の成果
・一般職員の給与額改定状況
・特別職の給与額改定状況
・他市との比較
・財政状況
・特別職の活動状況
・景気の動向

・改定なし

埼玉県鶴ヶ島市 平成27年度 なし 不明
埼玉県北本市 令和3年度 なし 不明
埼玉県蓮田市 平成26年度 なし 不明
埼玉県日高市 令和4年度 あり ・平成8年の改定が最後

・平成27年度に増額改定の答申を受けたが、据え置い
た（公共施設、インフラなど多額の財源が必要）

・職務や職責
・財政状況
・経済社会情勢
・類似団体との比較

・引き上げ

千葉県鎌ケ谷市 なし ・平成１０年４月１日に改定あり
千葉県印西市 平成24年度 あり 市長と副市長

・平成8年度開催、平成9年1月1日増額改定
（市政施行）
・平成22年3月、印西市、印旛村、本埜村合併

・職務や職責
・財政状況

・改定なし

平成26年度 あり 教育長
・地教法が平成26年6月20日交付

・職務や職責
・年収の維持

・引き上げ
（期末手当が一般職より下がるので、年収としては
ほぼ変わらない）
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